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Ⅱ 調査結果の概要 

 

１ 回答事業所の現況 

 

（１）事業所における各雇用形態の有無 

 回答事業所を雇用形態別にみると、正規従業員のいる事業所は９６．８％（前年度９６．８％）となっている。

非正規従業員のいる事業所は７７．９％（同７８．３％）となっており、そのうち「パートタイム労働者」のい

る事業所は７０．３％（同６８．５％）、派遣従業員のいる事業所は１２．１％（同１２．１％）となっている。

（第１図、表１） 

 

第１図 事業所における各雇用形態の有無 

 
 

（２）従業員の雇用形態別割合 

 回答事業所における従業員の雇用形態別割合をみると、全従業員のうち、正規従業員は７０．５％（前年度 

７２．０％）、非正規従業員は２９．５％（同２８．０％）となっている。非正規従業員のうち、「パートタイム

労働者」の割合が１８．３％（同１７．８％）、パートタイム労働者の中でも「所定労働時間が正規従業員より

短い」者の割合が１３．０％（同１３．２％）となっている。非正規従業員の割合を産業別に見ると、「卸売業・

小売業」において４７．１％（同４２．８％）と最も高くなっている。また、女性従業員に占める女性の非正規

従業員の割合は３７．４％（同３８．４％）と男性の２１．９％（同２０．２％）と比較して高くなっている。

（第１表、第２図、表２） 

 

第１表 従業員の雇用形態別割合   （単位：人、％） 第２図 回答事業所における従業員の雇用形態別内訳 

雇用形態 総合計数 男性 女性 

 

全事業所計  

39,258 20,064 19,194 

(100.0) (100.0) (100.0) 

正規従業員 
27,692 15,671 12,021 

(70.5) (78.1) (62.6) 

非正規従業員 
11,566 4,393 7,173 

(29.5) (21.9) (37.4) 

 パートタイム 

労働者 
7,171 

(18.3) 

1,894 

(9.4) 

5,277 

(27.5) 

  所定労働時間が正規

従業員と同じパート

タイム労働者 

2,081 

(5.3) 

816 

(4.1) 

1,265 

(6.6) 

  所定労働時間が正規

従業員より短いパー

トタイム労働者 

5,090 

(13.0) 

1,078 

(5.4) 

4,012 

(20.9) 

 派遣従業員 1,234 

(3.1) 

616 

(3.1) 

618 

(3.2) 

 その他 3,161 

(8.1) 

1,883 

(9.4) 

1,278 

(6.7) 

  

 

 

30.6 

12.1 

61.5 

31.9 

68.5 

78.3 

96.8 

30.6 

12.1 

63.8 

30.1 

70.3 

77.9 

96.8 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

その他のいる事業所

派遣従業員のいる事業所

所定労働時間が正規従業員より短い

パートタイム労働者のいる事業所

所定労働時間が正規従業員と同じ

パートタイム労働者のいる事業所

パートタイム労働者のいる事業所

非正規従業員のいる事業所

正規従業員のいる事業所

％

３年度調査

２年度調査

正規従業員

70.5%

パートタイム

労働者

18.3%

派遣従業員

3.1％

その他

8.1%
非正規従業員 

   29.5% 
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（３）早期離職の状況 

 回答事業所における過去３年間に採用者があった事業所の割合は７５．９％（前年度７８．１％）となって

おり、そのうち早期離職者のあった事業所の割合は６１．９％となっている。（第３図、表４） 

第３図 早期離職者があった事業所の割合 

 
 

（４）女性管理職者の割合 

 回答事業所における女性管理職者の割合は２０．０％（前年度１７．０％）であった。産業別にみると、「サ

ービス業」が３２．２％と最も高く、「製造業」が８．１％と最も低くなっている。企業規模別にみると、「９人

以下」２７．２％が最も高く、「１００人～２９９人」１４．８％が最も低い。 

（第４図、表５－１） 

 
第４図 女性管理職者の割合（産業・企業規模別） 

 
 

２ 就業規則 
 就業規則を作成している事業所の割合は９３．１％（前年度９３．８％）となっている。産業別にみると、「金

融業・保険業」が１００．０％で、次いで「運輸・通信業、電気・ガス・水道業」が９７．１％であった。一方、

「卸売業・小売業」８７．１％が最も低くなっている。企業規模別にみると、作成義務のある１０人以上の規模

では９８．４％が就業規則を作成しているが、９人以下では６９．１％であった。 

（第５図、表６） 

 

第５図 事業所における就業規則の作成状況（産業・企業規模別） 

 

過去３年間に採用

者のあった事業所

75.9%

採用者の

なかった

事業所

24.1%
離職者のあっ

た事業所

61.9%

離職者のなかった

事業所

38.1%

18.7 

14.8 

18.8 

20.7 

24.4 

27.2 

32.2 

11.5 

17.4 

11.1 

8.1 

15.0 

0.0 10.0 20.0 30.0

３００人以上

１００～２９９人

５０～９９人

３０～４９人

１０～２９人

９人以下

〔企業規模別〕

＜再掲＞

サービス業

金融業・保険業

卸売業・小売業

運輸・通信業、電気・ガス・水道業

製造業

建設業

％

女性管理職割合

96.3 

93.8 

93.1 

100.0 

100.0 

98.2 

98.8 

97.9 

69.1 

93.0 

100.0 

87.1 

97.1 

97.0 

95.5 

50 60 70 80 90 100

令和元年度調査

令和２年度調査

令和３年度調査

〔年度別〕
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１００～２９９人

５０～９９人

３０～４９人

１０～２９人

９人以下

〔企業規模別〕

＜再掲＞

サービス業

金融業・保険業

卸売業・小売業

運輸・通信業、電気・ガス・水道業

製造業

建設業

％

作成している

0

左記のうち、早期離職者があった事業所 
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３ 労働時間・休日・休暇 
 
（１）週休制 

「何らかの週休２日制」を採用している事業所の割

合は８３．５％（前年度８０．２％）となっている。

産業別にみると、「金融業・保険業」が１００．０％と

なっており、次いで「製造業」で８８．９％となって

いる。企業規模別にみると、「５０～９９人」の９０．

９％が最も高く、「９人以下」の６６．０％が最も低い。 

「完全週休２日制」を採用している事業所の割合は

３４．５％（同２９．６％）となっている。産業別に

みると、「金融業・保険業」が９３．３％で最も高く、

次いで割合の高い「サービス業」は４３．０％、最も

低い「建設業」は１６．７％となっており、産業によ

って差がある。企業規模別にみると、「３００人以上」

は５２．８％と、他の規模に比べ割合が高い。（第６図、

第２表、表７） 

 

第６図 週休制の状況別 事業所数割合 

 

 

第２表 週休制の状況別 事業所数割合（産業・企業規模別）                           （単位：％） 

産業・企業規模 
回答 

事業所 

週休 

１日制 

週休 

１日半制 

何らかの

週休 

２日制 

  

その他 

変形休日

制（４週

４休） 

無回答 完全週休

２日制 

その他の

週休 

２日制 

建 設 業 100.0 1.5 3.0 84.8 16.7 68.2 0.0 7.6 3.0 

製 造 業 100.0 1.0 2.0 88.9 27.3 61.6 1.0 4.0 3.0 
運輸・通信業、 

電気・ガス・水道業 
100.0 2.9 2.9 77.1 28.6 48.6 5.7 8.6 2.9 

卸売業・小売業 100.0 4.8 3.2 80.6 30.6 50.0 1.6 4.0 5.6 

金融業・保険業 100.0 0.0 0.0 100.0 93.3 6.7 0.0 0.0 0.0 

サービス業 100.0 5.5 5.5 82.0 43.0 39.0 2.0 2.5 2.5 
＜再掲＞          

企
業
規
模
別 

９人以下 100.0 10.3 4.1 66.0 37.1 28.9 1.0 3.1 15.5 
１０～２９人 100.0 2.9 4.2 87.4 34.0 53.4 1.3 3.4 0.8 
３０～４９人 100.0 2.5 6.3 85.0 27.5 57.5 0.0 5.0 1.3 
５０～９９人 100.0 0.0 0.0 90.9 25.5 65.5 3.6 5.5 0.0 

１００～２９９人 100.0 3.0 0.0 87.9 42.4 45.5 0.0 9.1 0.0 
３００人以上 100.0 0.0 2.8 86.1 52.8 33.3 8.3 2.8 0.0 

年
度
別 

令和３年度調査 100.0 3.7 3.7 83.5 34.5 49.0 1.7 4.1 3.3 
令和２年度調査 100.0 3.2 6.6 80.2 29.6 50.6 1.7 5.1 3.2 
令和元年度調査 100.0 3.7 3.3 84.9 29.5 55.4 1.4 4.5 2.2 

 

 

 

（２）所定外労働（残業）の状況 

  

回答事業所における１人当たり所定外

労働時間数（年計）は１４２．７４時間で

あった。産業別にみると「卸売業・小売業」

が１４７．７０時間と最も多く、「金融業・

保険業」が４８．８７時間と最も少なかっ

た。企業規模別にみると「５０～９９人」

の２１３．４１時間が最も多く、「３０～

４９人」の８４．００時間が最も少なかっ

た。（第３表、表８） 

 

第３表 １人あたり所定外労働時間数（年計）    （単位：時間） 
産業・企業規模 所定外労働時間数 

建設業 119.01 
製造業 121.30 

運輸・通信業、電気・ガス・水道業 142.64 
卸売業・小売業 147.70 
金融業・保険業 48.87 

サービス業 138.35 
＜再掲＞  

企
業
規
模
別 

９人以下 213.09 

１０～２９人 136.15 
３０～４９人 84.00 
５０～９９人 213.41 

１００～２９９人 101.42 
３００人以上 120.18 

 

 

週休１日制

3.7%

週休

１日半制

3.7%

完全週休

２日制

34.5%
その他の

週休２日制

49.0%

その他

1.7%

変形休日制

(４週４休）

4.1%

無回答

3.3%
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（３）恒常的な所定外労働（残業）削減のための取組（複数回答） 

 恒常的な所定外労働（残業）削減のための取組をしている事業所の割合は８１．６％（前年度８１．９％）と

なっている。取組を行っている事業所における取組内容については、「業務量や内容に見合った人員配置を工夫」

６５．５％が最も高く、次いで「業務内容の共有化」４５．５％となっている。（第７図、表９） 

 

第７図 恒常的な所定外労働（残業）削減のための事業所においての取組の有無、取組内容（複数回答） 

 
 

 

（４）年次有給休暇 

 正規従業員１人当たりの年次有給休暇平均付与日数は１７．９日（前年１８．３日）となっている。平均取得

日数は９．４日（同９．９日）で取得率は５２．３％（同５４．１％）となっている。 

取得状況を産業別にみると、取得率が最も高いのは、「製造業」の５６．３％、次いで「運輸・通信業、電気・

ガス・水道業」で５６．１％となっている。一方、取得率が最も低いのは、「金融・保険業」で４５．０％とな

っている。（第４表、第８図、表１０） 

 

第４表 年次有給休暇付与・取得状況（産業・企業規模別）                    （単位：日、％） 

産業・企業規模 
年次有給休暇 

平均付与日数 

年次有給休暇 

平均取得日数 

年次有給休暇 

取得率 

建  設  業 17.1 8.5 49.9 

製  造  業 17.9 10.1 56.3 

運 輸・通 信 業、 

電気・ガス・水道業 
17.2 9.7 56.1 

卸 売 業・小 売 業 16.3 7.6 46.8 

金 融 業・保 険 業 18.8 8.4 45.0 

サ ― ビ ス 業 18.3 9.4 51.4 

＜再掲＞    

企
業
規
模
別 

９人以下 17.0 8.8 52.0 

１０～２９人 16.7 8.3 49.8 

３０～４９人 16.3 8.3 50.6 

５０～９９人 17.0 8.5 49.6 

１００～２９９人 16.9 9.2 54.8 

３００人以上 18.9 10.0 52.9 

年
度
別 

令和３年度調査 17.9 9.4 52.3 

令和２年度調査 18.3 9.9 54.1 

令和元年度調査 18.4 10.1 54.9 

 

 

 

 

 

取組を

している

81.6%

特に

なし

13.7%

無回答

4.6％

恒常的な所定外労働（残業）削減の

ための取組

4.8 

1.8 

13.2 

8.9 

8.9 

3.9 

9.5 

33.4 

35.9 

45.5 

25.2 

65.5 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

その他

残業を削減した管理者を評価する制度の導入

ノー残業デーの実施

残業削減のための数値目標設定

管理者に対する研修・教育

裁量労働制の導入

フレックスタイム制の導入

変形労働時間制の導入

残業の事前申請の徹底

業務内容の共有化

業務の効率を上げるための人材育成を実施

業務量や内容に見合った人員配置を工夫

％

取組をしている事業所における取組内容（複数回答）
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第８図 正規従業員１人当たり年次有給休暇取得状況 

 
 

 

 
（５）年次有給休暇取得促進のための取組（複数回答） 

 年次有給休暇取得促進のための取組をしている事業所の割合は８０．７％（前年度８４．５％）となっている。

取組を行っている事業所における取組内容については、「時間・半日単位等の分割付与の導入」７１．３％が最

も高くなっている。取組をしている事業所の割合を産業別にみると、「金融業・保険業」９３．３％が最も高く、

「建設業」７２．７％が最も低い。また、企業規模別にみると、「１００～２９９人」９７．０％が最も高く、 

「９人以下」４４．３％が最も低くなっている。 

（第９図、表１１） 

 

第９図 年次有給休暇取得促進のための取組の有無、取組内容（複数回答） 
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ス
業

∧
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掲
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〔
企
業
規
模
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〕

９
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以
下

１
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２
９
人

３
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９
人

５
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９
人

１
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９
人

３
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人
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上

〔
年
度
別
〕

元
年
度
調
査

２
年
度
調
査

３
年
度
調
査

％日

付与日数

取得日数

取得率

取組を

している

80.7%

特に

なし

14.7%

無回答

4.6%

年次有給休暇取得促進

のための取組

6.2 

18.2 

20.7 

2.5 

9.7 

71.3 

11.7 

34.5 

24.8 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

その他

業務内容の共有化等業務を相互補完できる体制

づくり

研修や掲示、通知などによる普及啓発

年休取得を促進した管理者を評価する仕組みの

導入

所属管理者、監督者等の率先取得

時間、半日単位等の分割付与の導入

「年休取得促進月間」等の実施

計画的付与制度の導入

年または月初めに休暇取得計画書を作成

％

取組をしている事業所における取組内容（複数回答）
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４ 非正規従業員の雇用管理 

 
（１） 同一労働同一賃金への対応状況（複数回答） 

同一労働同一賃金に関して、法律に適合するかの確認ができている事業所の割合は７９．７％であり、確

認ができていない事業所の割合は２０．３％となっている。確認ができている事業所を産業別にみると、「サ

ービス業」８２．０％が最も高く、「運輸・通信業、電気・ガス・水道業」７２．０％が最も低い。また、企

業規模別にみると、「１００～２９９人」９７．０％が最も高くなっており、「９人以下」７４．３％が最も

低くなっている。 

確認ができている事業所における確認方法については、「社会保険労務士に相談」７０．２％が最も高くな

っている。 

（第１０図、表１２） 

 

第１０図 同一労働同一賃金への対応状況（複数回答） 

 

 
 

（２）非正規従業員の正規従業員への転換実績 

 パートタイム労働者の正規従業員への転換制度がある事業所の割合は２６．５％（前年度２９．２％）、過去

３年以内に転換した人数は２９３人となっている。また、派遣労働者の正規従業員への転換制度がある事業所の

割合は８．５％（同１０．６％）、過去３年以内に転換した人数は３５人となっている。（表１３） 

 

 

 

（３）非正規従業員の勤務量等に関する従業員の意向反映状況 

 非正規従業員の勤務量（勤務日数・勤務時間数）や勤務スケジュールの決定を行う際、従業員の意向を反映し

ているかどうかについて、「勤務量、勤務スケジュールともに従業員の意向を優先して決定している」割合が 

４１．４％と最も高く、次いで「勤務量を企業から提示し、勤務スケジュールは従業員の意向を優先して決定し

ている」割合が２５．０％となっている。（第１１図、表１３－２） 

 

第１１図 非正規従業員の勤務量等に関する従業員の意向反映状況 

 
 

 

 

  

23.2 

0.7 

9.6 

25.0 

41.4 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

無回答

その他

勤務量、勤務スケジュールともに企業から提示

勤務量を企業から提示し、勤務スケジュールは従業員の意向を優先

勤務量、勤務スケジュールともに従業員の意向を優先

％

14.3 

16.3 

10.3 

70.2 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

その他

厚労省の点検ツールを活用

公的機関に相談

社会保険労務士に相談

確認方法（複数回答）
同一労働同一賃金に関して

法律に適合するか確認の有無

％ 

 

確認できている 

79.7％ 

 

確 認で き

ていない 

 20.3％ 
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５ 育児・介護休業制度 

 

（１）育児休業制度の規定状況 

 育児休業制度の規定のある事業所の割合は、正規従業員においては８２．４％（前年度８３．８％）となって

いる。正規従業員について産業別にみると、「金融業・保険業」が１００．０％となっており、「建設業」６９．

２％が最も低くなっている。また、企業規模別にみると、「１００～２９９人」が１００．０％となっており、「９

人以下」４４．７％が最も低くなっている。（第１２図、表１４－１） 

 

第１２図 育児休業制度規定あり事業所の割合（正規従業員）（産業・企業規模別） 

 
 

（２）育児休業制度の規定がある事業所における育児休業利用可能期間 

 育児休業制度の規定がある事業所における育児休業制度の利用可能期間は、正規従業員においては、「子が１

歳（特別の場合２歳）未満」とする事業所割合は４９．５％（前年度５２．６％）、「子が１歳２ヶ月未満（父母

ともに育児休業を取得する場合）」とする事業所割合は２５．８％（同２５．３％）となっている。期間を「法

規定以上」にしている事業所割合は、正規従業員においては２４．７％（同２２．１％）となっている。 

（第１３図、表１４－１） 

 

第１３図 育児休業制度の規定ありの事業所における育児休業利用可能期間（正規従業員） 

 
 

 

 

82.9 

83.8 

82.4 

97.2 
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84.3 
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〔年度別〕

３００人以上

１００～２９９人

５０～９９人

３０～４９人

１０～２９人

９人以下

〔企業規模別〕

＜再掲＞

サービス業

金融業・保険業

卸売業・小売業

運輸・通信業、電気・ガス・水道業

製造業

建設業

％

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

子が３歳以上

子が３歳未満

子が２歳未満

子が１歳２ヶ月（パパ・ママ育休プラス）未満

子が１歳（特別の場合１歳６ヵ月）未満

1.9 

7.2 

15.6 

25.8

49.5 

％
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（３）育児休業の取得状況 

 出産者または配偶者が出産した者に占める育児休業取得者（令和２年度中に出産した者または配偶者が出産し

た者のうち、令和３年７月３１日までに育児休業を開始した者（育児休業の開始予定の申し出をしている者を含

む）をいう。以下同じ。）の割合を男女別にみると、女性は９５．９％（前年度９７．２％）となっており、男

性は１２．９％（同９．２％）であった。 

また、男性の育児休業取得率を産業別にみると、「金融業・保険業」が６６．７％で最も高く、「製造業」が 

６．９％と最も低くなっている。（第５表、表１５） 

 

 

第５表 育児休業の取得状況（産業・企業規模別）                              （単位：人、％） 

産業・企業規模 

女 性 男 性 

出産者(人) 
育児休業 

取得者(人) 

育児休業 

取得率(％) 

配偶者が出産

した(人) 

育児休業 

取得者(人) 

育児休業 

取得率(％) 

建  設  業 8 4 50.0 18 4 22.2 

製  造  業 83 81 97.6 303 21 6.9 
運 輸・通 信 業、 

電気・ガス・水道業 5 5 100.0 8 4 50.0 

卸 売 業・小 売 業 29 24 82.8 18 3 16.7 

金 融 業・保 険 業 26 26 100.0 21 14 66.7 

サ ― ビ ス 業 412 400 97.1 119 17 14.3 

＜再掲＞       

企
業
規
模
別 

９人以下 3 2 66.7 7 1 14.3 

１０～２９人 57 46 80.7 29 12 41.4 

３０～４９人 52 52 100.0 11 3 27.3 

５０～９９人 45 39 86.7 26 4 15.4 

１００～２９９人 28 27 96.4 29 4 13.8 

３００人以上 378 374 98.9 385 39 10.1 

年
度
別 

令和３年度調査 563 540 95.9 487 63 12.9 

令和２年度調査 573 557 97.2 861 79 9.2 

令和元年度調査 565 507 89.7 699 45 6.4 

 

 

 

 

 

（４）育児休業を終了し復職した者の取得した育児休業期間 

 令和２年度中に育児休業を終了し復職した者の取得した育児休業期間は、男女別にみると、女性は、高い順に

「６～１２ヵ月未満」６４．１％、「１２～１８ヵ月未満」２３．８％となっている。また、男性は、高い順に

「１ヵ月未満」８５．３％、「１ヵ月～３ヵ月未満」９．５％となっている。 

（第６表、表１６－１、１６－２、１６－３） 

 

第６表  育児休業より復職した者の取得した育児休業期間割合（年度別）（男女別）            （単位：％） 
 育児休業

後復職者

計 

１ヵ月 

未満 

１ヵ月～ 

３ヵ月 

未満 

３ヵ月～ 

６ヵ月 

未満 

６ヵ月～ 

12 ヵ月 

未満 

12ヵ月～ 

18 ヵ月 

未満 

18ヵ月～ 

24 ヵ月 

未満 

24 ヵ月 

～ 

女

性 

３年度調査 100.0 0.4 0.6 2.3 64.1 23.8 5.3 3.5 

２年度調査 100.0 1.8 1.3 1.8 57.7 28.1 7.3 1.8 

元年度調査 100.0 0.0 0.8 2.1 66.1 25.6 3.3 2.0 

男

性 

３年度調査 100.0 85.3 9.5 2.1 2.1 1.0 0.0 0.0 

２年度調査 100.0 89.1 4.3 6.5 0.0 0.0 0.0 0.0 

元年度調査 100.0 53.9 23.1 7.7 11.5 3.8 0.0 0.0 
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（５）育児休業を取得する際の課題（複数回答） 

 男性従業員が育児休業を取得する際に課題があると回答した事業所の割合は４３．５％で、うち、「代替要員

の採用や教育等に費用がかかり、企業の負担が大きい」が５２．０％で最も多く、次いで「収入が減るので、本

人が取得したがらない」４５．４％、「代替要員では遂行できない業務内容であり、代替が困難」３６．１％の

順であった。 

 女性従業員が育児休業を取得する際に課題があると回答した事業所の割合は３４．１％で、うち、「代替要員

の採用や教育等に費用がかかり、企業の負担が大きい」が６６．３％で最も多く、次いで「代替要員では遂行で

きない業務内容であり、代替が困難」２６．４％、「休業後の復職率が低い」２５．８％の順であった。 

（第１４図、表１７－１、１７－２） 

 

 

第１４図 育児休業を取得する際の課題（複数回答） 

 
 

 

（６）妊娠または出産による退職状況別女性労働者の割合 

 令和２年度中に出産した者のうち、出産後退職した者の割合は、正規従業員については０．６％（前年度 

３．０％）、パートタイム労働者については６．６％（同５．６％）となっており、パートタイム労働者の方が

出産後退職する割合が高くなっている。（表１８） 

 

 

（７）育児・介護による退職者の再雇用制度 

育児・介護等による退職者の再雇用制度の規定がある事業所の割合は１８．２％（前年度１８．３％）となっ

ている。規定はないものの慣行として再雇用制度がある事業所の割合は２６．４％（同２１．２％）となってい

る。（第１５図、表１９－１） 

また、再雇用制度の規定がある事業所および規定はないものの慣行としてある事業所において、昨年度または

本年度に再雇用の実績がある事業所、および本年度再雇用を行う予定のある割合は８．２％となっている。 

（表１９－２） 

 

第１５図 育児・介護による退職者の再雇用制度の有無 
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52.0 
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1.3 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

昇進・昇給への影響を心配して、本人が取得したがらない

収入が減るので、本人が取得したがらない

上司・同僚など、他の従業員の理解を得るのが難しい

対象となる従業員が育児休業制度についてよく分かっていない

代替要員では遂行できない業務内容であり、代替が困難

代替要員の採用や教育等に費用がかかり、企業の負担が大きい

休業中・復職後の能力維持が困難

休業後の復職率が低い

％

男性 女性
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制度の

規定あり

18.2%

再雇用制度の

規定なし

74.9%

無回答

6.9%

育児・介護による退職者の再雇用制度に

関する規定の有無

26.4 

2.3 

2.5 

13.4 

0.0 10.0 20.0 30.0

再雇用制度の規定はないが慣行としてある

パートタイム労働者として再雇用

正規従業員に準じて再雇用

正規従業員として再雇用

％

再雇用制度の内容
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（８）介護休業制度の規定状況 

介護休業制度の規定がある事業所の割合は、正規従業員については７７．６％（前年度７８．０％）となって

いる。正規従業員について産業別にみると「金融業・保険業」が１００．０％となっている一方、「建設業」の

６６．２％が最も低くなっている。企業規模別にみると、「９人以下」の４３．５％が最も低く、「３００人以降」

の９７．２％が最も高くなっている。（第１６図、表２０－１） 

 

第１６図 介護休業制度の規定あり事業所の割合（正規従業員）（産業・企業規模別） 

 
 

 

（９）介護休業制度の規定がある事業所における介護休業利用可能期間 

 介護休業制度の規定がある事業所における介護休業利用の期間は、正規従業員において、法定どおりとなる 

「通算９３日まで」とする事業所割合が８７．９％（前年度８５．３％）となっている。（第１７図、表２０－１） 

 

第１７図 介護休業制度の規定ありの事業所における介護休業利用可能期間（正規従業員） 

 
 

 

（１０）介護休業の取得状況 

 介護休業取得者（令和２年度中に介護休業を取得した者）の割合（正規従業員とパートタイム労働者における

取得者を正規従業員とパートタイム労働者の雇用者数で除した割合）は、０．１１２％（前年度０．０９９％）

となっており、男性においては０．０４０％（同０．０４９％）、女性においては０．１８５％（同０．１６１％）

となっている。（表２１） 

 

 

 

 

 

 

77.1 

78.0 

77.6 

97.2 

97.0 

96.4 

91.0 

75.3 

43.5 

80.1 

100.0 

71.8 

82.9 

81.8 

66.2 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

令和元年度調査

令和２年度調査

令和３年度調査

〔年度別〕

３００人以上

１００～２９９人

５０～９９人

３０～４９人

１０～２９人

９人以下

〔企業規模別〕

＜再掲＞

サービス業

金融業・保険業

卸売業・小売業

運輸・通信業、電気・ガス・水道業

製造業

建設業

％

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

期間の限度はなく必要日数取得可

１年を超える期間

１年

６ヶ月を超え１年未満

６ヵ月

９３日を超え６ヵ月未満

通算９３日まで

4.0 

1.0 

2.7

0.5 

0.7

3.2 

87.9

％
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（１１）介護休業を終了し復職した者の取得した介護休業期間 

令和２年度中に介護休業を終了し復職した者の取得した介護休業期間は、女性は「１～３ヵ月未満」の 

３０．０％が最も高く、男性は、「１週間～２週間未満」「１～３ヵ月未満」「６ヵ月～１年未満」が２５．０％

となっている。 

（第７表、表２２－１、２２－２、２２－３） 

 

第７表  介護休業より復職した者の取得した介護休業期間割合（年度別）（男女別）            （単位：％） 
 介護休業後

復職者計 

１週間 

未満 

１週間～ 

２週間未満 

２週間～ 

１ヵ月未満 

１ヵ月～ 

３ヵ月未満 

３ヵ月～ 

６ヵ月未満 

６ヵ月～ 

１年未満 

１年 

以上 

女性 100.0 6.7 10.0 23.3 30.0 13.3 10.0 6.7 

男性 100.0 12.5 25.0 0.0 25.0 12.5 25.0 0.0 

 

 

 

６ 仕事と家庭の両立支援 

 
（１）育児のための勤務時間短縮等措置の制度導入状況（複数回答） 

 勤務時間短縮等の措置を導入している事業所割合は８６．６％（前年度８２．６％）となっている。勤務時間

短縮等の措置を導入している事業所における各措置の導入状況をみると、「短時間勤務制度」が７６．９％（前

年度７９．５％）と最も高く、「所定外労働の免除」６３．２％（同５７．１％）、「始業・終業時刻の繰上げ・

繰下げ」４４．３％（同４５．２％）の順となっている。（表２３） 

 

（２）勤務時間短縮制度等の課題（複数回答） 

 勤務時間短縮制度等について、課題があると回答した事業所の割合は３９．９％であり、その課題の内容につ

いては、「雇用管理が煩雑」４２．８％が最も多く、次いで「収入が減るので、本人が取得したがらない」が 

３２．６％、「利用率が低い」が３１．６％であった。（第１８図、表２６） 

 

第１８図 勤務時間短縮制度等の課題（複数回答） 

 
 

 

（３）子の看護休暇制度 

 子の看護休暇制度がある事業所の割合は５９．２％（前年度５４．７％）となっている。賃金の取扱いをみる

と、「制度ありで有給」が２４．９％（うち「有給」２３．７％、「一部有給」１．１％）、「制度ありで無給」が

３４．３％となっている。制度がある事業所における取得可能日数をみると、子が１人の場合は「５日」が８１．

５％と最も高く、子が２人以上の場合は「１０日以上」が７９．３％と最も高くなっている。また、制度がある

事業所における対象となる子の年齢の上限をみると、「小学校就学の始期に達するまで」が８８．４％と最も高

くなっている。（第１９図、表２７） 

  

3.7 

32.6 

18.6 

10.7 

6.5 

25.6 

42.8 

31.6 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

昇進・昇給への影響を心配して、本人が取得したがらない

収入が減るので、本人が取得したがらない

上司・同僚など、他の従業員の理解を得るのが難しい

対象となる従業員が勤務時間短縮制度についてよく分かっていない

取引先・顧客の理解を得るのが難しい

事務の配分が難しい

雇用管理が煩雑

利用率が低い

％
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第１９図 子の看護休暇制度の有無および取得可能日数 

 
 

 

 

７ 男女雇用機会均等関係 
 
（１）ポジティブ・アクション 

 ポジティブ・アクションの具体的な取組として事業所が「行っている」割合が最も高い項目は、「採用時の面

接・選考担当者に女性を含める」４４．９％であった。また、「行っていない」割合で最も高い項目は、「中間管

理職の男性や同僚の男性に女性活用の重要性について認識を深める啓発を行う」５９．９％であった。 

（第８表、表２８－１、２８－２） 
 
第８表 ポジティブ・アクションの取組状況                                        （単位：％） 
  

行って 

いる 

 

行って 

いない 

  

無回答 行っていないが、

今後取り組みたい

とした事業所 

ア 女性の活用に関することの担当部局、責任者を定めるなど社内の推進体制を整備する 20.6 52.3 18.2 8.9 

イ 採用時の面接・選考担当者に女性を含める 44.9 35.6 12.1 7.4 

ウ 女性の活用状況や活用にあたっての問題点を調査・分析する 16.0 52.9 21.5 9.6 

エ 女性がいない・少ない職務や役職に意欲と能力のある女性を積極的に配置する 22.3 47.3 19.7 10.8 

オ 女性の意欲・能力の向上を図るための教育訓練を積極的に行う 25.6 44.2 20.2 10.0 

カ 女性のスキルアップや資格取得のための支援を行う 35.8 37.7 17.6 8.9 

キ 中間管理職の男性や同僚の男性に女性活用の重要性について認識を深める啓発を行う 8.0 59.9 20.6 11.5 

ク 仕事と家庭の両立を支援する社内制度を充実させる 26.0 40.3 24.5 9.3 

ケ 評価が性別によって影響されないような人事考課基準を明確に定める 29.3 41.2 19.1 10.4 

コ 体力差を補う器具・設備等の設置や深夜勤務時の女性用休憩室、防犯面への配慮等を行う 19.5 53.6 16.1 10.8 

サ 女性従業員の意見や要望、相談を受ける窓口を設ける 26.0 46.0 18.9 9.1 

シ その他 1.5 12.1 2.0 84.4 

 

  

制度あり

(有給）

23.7%

制度あり

（一部有給）

1.1%

制度あり

（無給）

34.3%

制度なし

33.2%

無回答

7.6%

子の看護休暇制度の有無

88.4 

4.1 2.5 2.5 2.5 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

小学校就

学の始期

に達する

まで

小学校入

学～小学

校卒業（ま

たは１２歳）

まで

小学校

卒業後

も利用

可

その他 不明

％
制度あり事業所における取得することができる子の年齢の上限
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８ 高年齢者雇用関係 

 

（１）高年齢者の雇用拡大 

 ６６歳以上の者の新規採用、または採用拡充を検討している事業所は、３４．７％であった。検討している事

業所について産業別にみると「サービス業」が４２．５％と最も高く、企業規模別にみると「１００人～２９９

人」４５．５％が最も高くなっている。そのうち、新規採用、または採用拡充を検討している業務については、

「専門的・技術的業務」が４７．６％と最も高くなっている。（第２０図、表２９－１、２９－２） 

 

第２０図 高年齢者の採用検討状況および採用検討業務内容 

 
 

 

 

９ 人材育成関係 

 
（１）従業員への教育で特に重要と考える対象者（複数回答） 

従業員への教育で特に重要と考える対象

者について、割合が最も高い対象者は、「新

規学卒者等の社会経験が浅い者」４４．２％

であった。一方、割合が最も低い対象者は、

「中堅社員のうち、５０歳代以上」６．２％

であった。（第２１図、表３０） 

第２１図 従業員への教育で特に重要と考える対象者（複数回答） 

 

 

 

（２）従業員への教育で特に重要と考える分野（複数回答） 

従業員への教育で特に重要と考える分野

について、割合が最も高い分野は、「コミュ

ニケーション能力やクレーム対応」６８．

９％であった。一方、割合が最も低い分野

は、「ＩＣＴやＤＸ等、デジタル技術の活用」

１２．５％であった。（第２２図、表３０－２） 

第２２図 従業員への教育で特に重要と考える分野（複数回答） 

 

 

検討している

34.7%

検討していない

37.7%

分からない

26.2%

無回答

1.5%

高年齢者の新規採用および採用拡大の

検討状況

16.9 

29.2 

6.2 

37.3 

43.1 

44.2 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

管理職

主任、リーダー等

中堅社員のうち、５０歳代以上

中堅社員のうち、２０～４０歳代

若手社員

新規学卒者等の社会経験が浅い者

％

12.5 

64.3 

20.5 

68.9 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

ＩＣＴやＤＸ等、デジタル技術の活用

専門的技能・知識の習得

企画立案、プレゼンテーション能力

コミュニケーション能力やクレーム対応

％

9.1 

11.8 

4.8 

8.6 

12.8 

4.3 

16.6 

22.5 

13.9 

19.8 

47.6 

25.7 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

その他

配達・包装等

建設・採掘

輸送・機械運転

生産工程

保安

医療・介護業務

サービス業務

販売

事務

専門的・技術的業務

管理業務

新規採用または採用拡充を検討している業務

（複数回答）

％ 
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（３）人材育成方針・従業員のキャリアアップ支援（複数回答） 

人材育成や従業員へのキャリアアップ支

援として実施しているものについて、「規定

はないが、会社の経費で支援を実施」の割

合が５０．４％と最も高く、次いで高かっ

たのが「給与に資格手当を加算」４８．１％

であった。（第２３図、表３１） 

第２３図 従業員へのキャリアアップ支援で実施しているもの（複数回答） 

 

 

（４）教育訓練に関する国等の助成金活用 

 回答のあった事業所のうち教育訓練に関する国等の助成金について、「活用している」と回答した事業所の割

合は、１１．１％であった。一方、「活用していない」と回答した事業所の割合は、８５．９％であり、そのう

ち、活用していない理由については、「助成金の内容を知らない」４８．６％が最も割合が高く、次いで「助成

金が活用しにくい」１８．４％であった。 

（第２４図、表３２－１、３２－２） 

 

第２４図 教育訓練に関する国等の助成金活用の有無と活用していない理由 

 

 

 
（５）高度教育の必要性 

 回答のあった事業所のうち、「必要性を感じている」と回答した事業所の割合は、２６．０％であった。その

うち、必要性を感じている分野については、「自社の専門分野に関する技能」５３．６％が最も割合が高く、次

いで「ＩＣＴやＤＸ等、デジタル技術の活用」４１．４％であった。（第２５図、表３３－１、３３－２） 

 

第２５図 高度教育の必要性および必要と考える分野 

 
 

50.4 

33.5 

48.1 

17.0 

18.2 

6.0 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

⑥規定はないが、会社の経費で支援を実施

⑤従業員の研修参加や資格取得等に対し支

援する規定の策定

④給与に資格手当を加算

③①、②以外の研修に関する計画策定

②キャリアパスの策定

①事業内職業能力開発計画の策定

％

必要性を感じて

おり、実績あり

5.2%

必要性を感じ

ているが、実

績なし

20.8%

必要性を感じ

ない

69.9%

無回答

4.1%

高度教育の必要性

16.8 

14.9 

18.1 

48.6 

18.4 

0.0 20.0 40.0 60.0

人材育成に割く予算（時間・余裕）

がない

要件となる事業内職業能力開発計画

の策定が煩雑

活用したい助成金がない

助成金の内容を知らない

助成金が活用しにくい

活用していない理由（複数回答）
教育訓練に関する国等の助成金活用

の有無

4.3 

23.6 

19.3 

53.6 

41.4 

0.0 20.0 40.0 60.0

その他

④①以外の先進的事例の学び

③自社製品の改良、

新商品開発の研究

②自社の専門分野に

関する技能

①ＩＣＴやＤＸ等、

デジタル技術の活用

必要性を感じる分野（複数回答）

％ 

無回答 

3.0％ 

活用していない 

85.9％ 

活用している 

11.1％ 
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１０ 多様な人材の活用関係 
 

（１）外国人労働者の雇用状況 

 回答のあった事業所のうち外国人労働者を雇用している事業所の割合は１６．９％（前年度１５．１％）であ

った。外国人労働者を雇用している事業所について、産業別にみると「製造業」３５．４％（同３２．７％）が

もっとも高く、企業規模別にみると「３００人以上」５５．６％（同３７．１％）が最も高くなっている。また、

雇用事業所における外国人労働者の在留資格の種別をみると、「技能実習生」４７．３％が最も多く、次いで、「身

分に基づく在留資格（永住者・定住者など）」４５．１％となっている。 

なお、外国人労働者を雇用していない事業所のうち、「今後、外国人労働者の雇用を予定・検討している」と

回答した事業所は６．１％（同７．９％）であった。（第２６図、表３４－１、表３４－２） 

  

第２６図 外国人労働者の雇用状況および在留資格 

 

１１ 働き方改革関係 
 

（１）テレワークの導入状況 

 回答のあった事業所のうちテレワークを導入しているまたは導入予定の事業所の割合は１５．７％であった。

テレワークを導入しているまたは導入予定の事業所について、産業別にみると「金融業・保険業」４０．０％が

最も高く、企業規模別にみると「３００人以上」４４．４％が最も高くなっている。また、導入しているまたは

導入予定の事業所における導入の成果・成果として期待するものの割合をみると、「感染症対策など緊急事態に

おける業務継続」７８．８％が最も多く、次いで「仕事と生活の調和」３６．５％となっている。 

（第２７図、表３５－１、表３５－２） 

 

第２７図 テレワーク導入状況および導入成果 

 

 

8.2 

8.2 

12.9 

78.8 

20.0 

29.4 

24.7 

36.5 

0.0 50.0 100.0

効果を感じていない（期待していない）

オフィス維持等業務コストの削減

多様な人材の採用

感染症対策など緊急事態における業務継続

通勤困難な従業員の雇用維持

業務のＩＴ化

労働生産性の向上

仕事と生活の調和

（ワーク・ライフ・バランス）

テレワーク導入の成果、成果として期待するもの

（複数回答）

導入予定

0.7％

導入していた

が、やめた

2.2％

テレワーク導入状況

7.7 

14.3 

8.8 

16.5 

47.3 

45.1 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

その他

技術・人文知識・国際業務

留学生

特定技能

技能実習生

身分に基づく在留資格

（永住者・定住者など）

雇用している外国人労働者の在留資格（複数回答）外国人労働者の雇用状況

％ 

無回答 

1.3％ 

雇用していない 

81.8％ 

雇用している 

16.9％ 

％ 

無回答 

1.7％ 

導入していない 

80.3％ 

導入している 

15.0％ 
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（２）テレワークを導入していない理由（複数回答） 

テレワークを導入していたがやめた、導入していないと回答のあった事業所のうち、導入していない理由とし

ての割合は、「テレワークに適した業務がない」８９．０％が最も多く、次いで「生産性の維持が期待できない」

１０．３％となっている。 

（第２８図、表３５－３） 

 

第２８図 テレワークを導入していない理由（複数回答） 

 

 

 

（３）導入を検討している多様な働き方（複数回答） 

 近年広がっている多様な働き方について、導入を検討している、今後検討したいと考えている働き方の割合は

「兼業・副業」が３６．５％と最も多く、次いで「フレックスタイム制度」２６．６％となっている。 

（第２９図、表３５－４） 

 

第２９図 導入を検討している多様な働き方（複数回答） 
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2.9 

7.0 

9.4 

3.4 

1.3 

4.3 

10.3 

89.0 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

その他

導入方法が分からない

費用負担が大きい

情報セキュリティに不安な面がある

上司や同僚とのコミュニケーションが困難である

企業内や取引先からテレワークの理解が得られない

適切な労務管理や人事評価が困難である

生産性の維持が期待できない

テレワークに適した業務がない

％

テレワークを導入していない理由（複数回答）

8.7 

4.0 

15.5 

12.4 

14.6 

26.6 

12.7 

2.2 

36.5 

10.5 

18.0 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

該当なし

その他

勤務地、職務、勤務時間を限定した働き方

裁量労働制

勤務時間インターバル制度

フレックスタイム制度

週休３日制

ワーケーション

兼業・副業

ジョブ型雇用

テレワーク

％

導入を検討している多様な働き方（複数回答）
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１２ 雇用関係 

 

（１）公正採用選考人権啓発推進員の選任状況 

 回答のあった事業所のうち公正採用選考人権啓発推進員を選任している事業所の割合は１８．０％であった。

選任している事業所について、産業別にみると「製造業」２５．３％が最も高く、企業規模別にみると「３００

人以上」５８．３％が最も高くなっている。一方、選任していない事業所の割合は８０．０％であった。選任し

ていない事業所について、産業別にみると「金融業・保険業」８６．７％が最も高く、企業規模別にみると「９

人以下」９１．８％が最も高くなっている。 

（表３６－１） 

 

   

（２）雇用調整助成金の活用状況 

 回答のあった事業所のうち雇用調整助成金の支給を受けた（既に申請済み）事業所の割合は３６．４％（前年

度３７．７％）であった。支給を受けた（既に申請済み）事業所について、産業別にみると「製造業」６３．６％

（同６２．５％）がもっとも高く、企業規模別にみると「９人以下」３９．２％（同３８．５％）が最も高くな

っている。 

一方、支給は受けなかった事業所の割合は６０．９％（同５２．５％）であった。支給を受けなかった事業所

について、産業別にみると「金融業・保険業」９３．３％（同８５．７％）が最も高く、企業規模別にみると 

「３００人以上」６３．９％（同４８．６％）が最も高くなっている。また、支給を受けなかったと回答した事

業所における支給を受けなかった理由をみると、「対象となるような休業をしなかった」７６．８％（同７９．

５％）が最も高くなっている。 

（第３０図、表３７－１、表３７－３） 

 

第３０図 雇用調整助成金の活用状況および活用しなかった理由 

 

 

2.7 

2.1 

2.7 

14.0 

76.8 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

その他

制度を知らなかった

申請手続きが煩雑

売上高等の減少程度が要件に達し

ていなかった

対象となるような休業をしなかっ

た

雇用調整助成金の支給を受けなかった理由

活用を検討中

2.0％

活用する予定

（今後申請する

予定）

0.4％

無回答

0.4％

雇用調整助成金の活用状況

％ ％ 

支給を受けた 

（既に申請済み） 

36.4％ 
支給を 

受けなかった 

60.9％ 

26


